
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 固定側部材に対する可動側部材の振動による移動を阻止するラッチ具であって、このラ
ッチ具が、前記固定側部材に取り付けられるラッチ本体と、前記可動側部材に取り付けら
れるラッチ受とを有しており、前記ラッチ本体は、可動側部材に向けられた側に開口を備
えたケースと、このケース内に納められる前記可動側部材を移動させる振動よりも小さい
所定の振動により移動される球状ウエイトと、この球状ウエイトの移動により当該球状ウ
エイトに押圧される一端部を有し、かつ、この押圧により前記ケースの開口から可動側部
材の側に向けて突き出された他端側を回動させるように当該ケースに組み付けられたアー
ムとを備えており、このアームの先端には、前記球状ウエイトの押圧による回動に伴って
前記ラッチ受に掛合可能とされる引っ掛け部が設けてあり、当該ラッチ受に掛合可能に回
動された前記アームの引っ掛け部に対し、前記可動側部材が前記振動により移動された際
に前記ラッチ受が掛合される構成としてあると共に、ラッチ本体の前記ケースには、前記
所定の振動により移動された球状ウエイトを当該移動後の位置で保持する保持手段が設け
てあり、この保持手段に保持される球状ウエイトにより、アームの一端部の前記押圧がな
される構成としてあり、前記ラッチ受が、可動側部材における固定側部材の側に向けられ
た面に取り付けられる鉛直部と、この鉛直部 ラッチ本体の側に向けて突き出す突き出
し部とを有しており、この突き出し部 前記アームの引っ掛け部が掛合される構成として
あると共に、このラッチ受の突き出し部 、ラッチ本体の側に向けて突き出す位置決め突
部が設けてあり、この位置決め突部がラッチ本体の開口の直上にある外面部に突き当たら
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ないように当該ラッチ本体を固定側部材に取り付けることにより、
アームがラッチ受の鉛直部に突き当たらない位置でのラッチ本体の取り付け

をなすことができるようにしてあることを特徴とするラッチ具。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、地震などの振動に起因した扉などの可動側部材の移動を阻止するラッチ具の
改良に関する。
【０００２】
【従来の技術】
地震などの振動に起因して、扉などの可動側部材が収納棚本体などの固定側部材から離れ
出す向きに移動することなどを阻止して、当該振動作用時のかかる収納棚本体などからの
収納物の落下、散乱や、扉などの予期せぬ開き出しに伴う不都合を防止する技術の一つと
して、本出願人が先に開示した特願平８－３５６３５７にかかるラッチがある。
【０００３】
かかるラッチは、ラッチ本体（フック具）と、ラッチ受（引掛具）とを有し、このラッチ
本体とラッチ受とを可動側部材を移動させる振動が作用された際に掛合し合わせて、この
掛合により可動側部材の移動を阻止する構成を備えている。
【０００４】
すなわち、かかるラッチにあっては、ラッチ本体に回動可能にアーム（フック手段）が組
み付けてあると共に、前記可動側部材を移動させる振動により移動されるウエイトが収め
てある。そして、かかる振動により移動されたウエイトが、アームの一端側を押圧し、こ
の押圧に伴って当該アームの他端側が前記ラッチ受に掛合可能となる位置まで回動される
構成としてある。そして、前記振動によりかかるアームの回動と略同時に移動される可動
側部材の当該移動によって、前記アームとラッチ本体とが掛合され、この振動の作用によ
る可動側部材の移動を阻止する構成としてある。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかるに、この種のラッチ具において、前記可動側部材を移動させる大きさの振動が作用
される前に、かかる可動側部材を移動させる振動よりも小さい振動が作用された状態にお
いて前記アームを前記ラッチ受に掛合可能となる位置まで予め回動させておき、この回動
位置に当該アームを位置付けておくことができるようにしてあれば、この後の可動側部材
の移動が前記ラッチ受と前記アームとの掛合を常に生じさせるようにしておくことができ
る。
【０００６】
特に、前記可動側部材は、この可動側部材を移動させる大きさの振動が作用しない場合で
あっても、かかる振動より小さい振動が作用された段階での前記収納物の移動や落下など
により当該収納物に押圧されて前記固定側部材から離れ出す向きに移動される事態も想定
されることから、こうした可動側部材の移動を通常では生じさせない大きさの振動が作用
された段階において、予め前記アームを前記ラッチ受に掛合可能となる位置に回動、位置
付けておけるようにしておくことが望まれる。
【０００７】
そこでこの発明は、この種のラッチ具において、可動側部材が移動される振動が作用され
る前に、ラッチ受にアームが掛合可能な位置に予めアームを回動させて位置付けておくこ
とができるようにすることを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　前記目的を達成するために、この発明にあっては、ラッチ具が以下の（１）ないし（８
）の構成を備えたものとした。
（１）固定側部材に対する可動側部材の振動による移動を阻止するラッチ具であって、
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（２）このラッチ具が、前記固定側部材に取り付けられるラッチ本体と、前記可動側部材
に取り付けられるラッチ受とを有しており、
（３）前記ラッチ本体は、可動側部材に向けられた側に開口を備えたケースと、このケー
ス内に納められる前記可動側部材を移動させる振動よりも小さい所定の振動により移動さ
れる球状ウエイトと、この球状ウエイトの移動により当該球状ウエイトに押圧される一端
部を有し、かつ、この押圧により前記ケースの開口から可動側部材の側に向けて突き出さ
れた他端側を回動させるように当該ケースに組み付けられたアームとを備えており、
（４）このアームの先端には、前記球状ウエイトの押圧による回動に伴って前記ラッチ受
に掛合可能とされる引っ掛け部が設けてあり、当該ラッチ受に掛合可能に回動された前記
アームの引っ掛け部に対し、前記可動側部材が前記振動により移動された際に前記ラッチ
受が掛合される構成としてあると共に、
（５）ラッチ本体の前記ケースには、前記所定の振動により移動された球状ウエイトを当
該移動後の位置で保持する保持手段が設けてあり、
（６）この保持手段に保持される球状ウエイトにより、アームの一端部の前記押圧がなさ
れる構成としてあり、
（７）前記ラッチ受が、可動側部材における固定側部材の側に向けられた面に取り付けら
れる鉛直部と、この鉛直部 ラッチ本体の側に向けて突き出す突き出し部とを有してお
り、この突き出し部 前記アームの引っ掛け部が掛合される構成としてあると共に、
（８）このラッチ受の突き出し部 、ラッチ本体の側に向けて突き出す位置決め突部が設
けてあり、この位置決め突部がラッチ本体の開口の直上にある外面部に突き当たらないよ
うに当該ラッチ本体を固定側部材に取り付けることにより、

アームがラッチ受の鉛直部に突き当たらない位置でのラッチ本体の取り付けをなす
ことができるようにしてある。
【０００９】
かかる構成によれば、前記可動側部材を移動させる振動よりも小さい所定の振動が作用さ
れた段階で、前記球状ウエイトを前記保持手段に保持される位置まで移動させることがで
きる。この保持手段に保持された球状ウエイトは、この保持により当該保持位置から移動
前の位置には復帰することがない。そして、この保持位置において、かかる球状ウエイト
によりアームの一端部を押圧させて、当該アームをその引っ掛け部が前記ラッチ受に掛合
可能となる位置まで回動させることができ、また、この回動終了位置からアームが回動前
の位置に戻らないように維持させることができる。
【００１０】
この結果、この発明にかかるラッチ具によれば、可動側部材が移動される振動が作用され
る前に、ラッチ受にアームの引っ掛け部が掛合可能な位置に予めアームを回動させておく
ことができる。（以下、この状態を、セットアップ状態という。）
【００１１】
これにより、このセットアップ状態後、可動側部材が移動される振動が作用された場合に
は、この可動側部材の移動により前記ラッチ受に前記アームの引っ掛け部を確実に掛合さ
せることができ、当該振動による可動側部材の移動を十分に阻止することができる。
【００１２】
また、前記セットアップ状態後、可動側部材を移動させる大きさの振動は作用されていな
いが、前記球状ウエイトを移動させる所定の振動の作用を原因として可動側部材が移動さ
れる状態が作り出されたとしても、同様に前記ラッチ受に前記アームの引っ掛け部を確実
に掛合させることができ、当該可動側部材の移動を十分に阻止することができる。例えば
、固定側部材が食器棚などの収納体であり、可動側部材がこの収納体の開口を塞ぐ扉体で
ある場合、前記球状ウエイトは移動させるが可動側部材は移動させない大きさの振動が作
用されることにより収納物が移動などして扉体を開き出し方向に押圧移動させるような事
態が生じても、前記セットアップ状態にある前記ラッチ本体のアームの引っ掛け部をこの
ように押圧移動された扉体のラッチ受に確実に掛合させて、かかる扉体の移動を十分に阻
止することができる。
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【００１３】
例えば、前記扉体が震度５強程度の振動（約２７０ｇａｌ）が作用された場合に開き出さ
れるときには、前記球状ウエイトが震度５弱の振動（約１２０ｇａｌ）が作用された場合
に移動されるようにしておくことにより、かかる扉体を開き出させる振動が作用された場
合のみならず、前記球状ウエイトを移動させるレベルの振動に起因した扉体の予期しない
移動を十分に阻止することができる。
【００１４】
前記球状ウエイトの保持手段は、例えば、当該球状ウエイトを前記所定の振動により落ち
込ませるように、前記ラッチ本体に凹みや、有底穴や、当該ラッチ本体の内外を連通させ
る穴を設けておくことにより、また、前記所定の振動により当該球状ウエイトが乗り越え
て移動される高さの突部を前記ラッチ本体に設けておくことにより構成することができる
。
【００１５】
また、前記ラッチ受の突き出し部の先端部に、ラッチ本体の側に向けて突き出す位置決め
突部が設けてあり、この位置決め突部がラッチ本体の開口の直上にある外面部に突き当た
らないように当該ラッチ本体を固定側部材に取り付けることにより、アームがラッチ受の
鉛直部に突き当たらない位置でのラッチ本体の取り付けをなすことができる。
【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、図１ないし図２９に基づいて、この発明の典型的な実施の形態の一つについて説明
する。
【００１７】
なお、ここで図１は、この実施の形態にかかるラッチ具を理解し易いように、ラッチ受Ｕ
およびラッチ本体Ｈを分解して斜視の状態として示している。また、図２は、ラッチ具の
使用状態を、固定側部材Ｓおよび可動側部材Ｍを縦断面の状態として側方から見て示して
おり、また、図３は、固定側部材Ｓの横板を省略して、上方から見て示している。この図
２および図３は、可動側部材Ｍが移動していない状態として示している。また、図４は、
ラッチ本体Ｈを下方から見て、また、図５は、ラッチ本体Ｈをアーム２０の突き出し側か
ら見て、それぞれ示している。
【００１８】
図６ないし図１０は、ラッチ具の機能を理解し易いように、ラッチ具を構成するラッチ受
Ｕおよびラッチ本体Ｈを縦断面の状態として示している。より詳細には、図６はアーム２
０を回動させていない状態にあるラッチ具を示しており、この図６の状態において可動側
部材Ｍは固定側部材Ｓから離れる向きにも、近付く向きにも自由に移動操作可能である。
図７は、球状ウエイト３０を移動させる所定の振動が作用され、当該球状ウエイト３０が
凹所内に落ち込み、これによりアーム２０の当接部２２が押圧されてアーム２０が上方に
回動した状態を示しており、この図７の状態においては未だ可動側部材Ｍは固定側部材Ｓ
から離れ出す向きには移動されておらず、アーム２０とラッチ受Ｕとは掛合されていない
。図８は、図７の状態からさらに可動側部材Ｍを固定側部材Ｓから離し出す振動が作用さ
れ、この可動側部材Ｍが移動されると共に、これによりラッチ受Ｕとアーム２０の引っ掛
け部２１とが掛合し合った当該可動側部材Ｍの移動阻止状態を示している。図９は、図８
に示されるようにラッチ受Ｕとアーム２０の引っ掛け部２１とを掛合させ合った状態を解
除させるべく、可動側部材Ｍを固定側部材Ｓに近付く向きに移動操作させた状態を示して
おり、ラッチ受Ｕとアーム２０の引っ掛け部２１は掛合し合っているが、この可動側部材
Ｍの移動操作に追随してアーム２０が押し込み移動され、このように移動されるアーム２
０により押圧されて凹所１７から凹部１６内に向けて球状ウエイト３０が押し出されてい
る。図１０は、図９の状態からさらに可動側部材Ｍを押し込み移動させて、アーム２０の
当接部２２の上端２２ｃをケース１０の膨出部１９の端面１９ａに突き当てさせ、これに
より前記ラッチ受Ｕのフック部７０と前記アーム２０の引っ掛け部２１との掛合を解いた
状態を示している。これにより、アーム２０は自重により再び下方に回動され、図６の状
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態に復帰される。
【００１９】
また、図１１は、図６の状態を理解し易いように、ラッチ受Ｕおよびラッチ本体Ｈを横断
面の状態として示しており、また、図１２は、フック部７０にアーム２０の引っ掛け部２
１を掛合させるように可動側部材Ｍが移動した状態を理解し易いように、ラッチ受Ｕおよ
びラッチ本体Ｈを横断面の状態として示している。
【００２０】
また、図１４ないし図１８は、ラッチ本体Ｈを構成するケース１０のケース本体１０’を
それぞれ示しており、図１３は当該ケース本体１０’を開放部Ｆ側から見た状態として、
図１４は、開放部Ｆ側と反対の側から見た状態として、また、図１５は、図１３の上方か
ら見た状態として、図１６は、当該ケース本体１０’を縦断面の状態として、図１７は、
図１６の右側から見た状態として、また、図１８は、図１３におけるＡ－Ａ線位置で断面
にして、それぞれ示している。
【００２１】
また、図１９ないし図２１は、ラッチ本体Ｈを構成するアーム２０をそれぞれ示しており
、図１９は当該アーム２０を側方から見た状態として、図２０は、図１９の左側から、ま
た、図２１は図２０の下側から見た状態として、それぞれ示している。
【００２２】
また、図２２ないし図２６は、ラッチ本体Ｈを構成するケース１０の開放部Ｆを塞ぐよう
にケース本体１０’に組み付けられる蓋板１０”をそれぞれ示しており、図２２は当該蓋
板１０”を上方から見た状態として、図２３は、図２２と反対の側から見た状態として、
また、図２４は、図２２の右側から見た状態として、図２５は、図２２の下側から見た状
態として、また、図２６は、蓋板１０”を縦断面の状態として、それぞれ示している。
【００２３】
また、図２７ないし図２９は、ラッチ受Ｕをそれぞれ示しており、図２７は、ラッチ受Ｕ
を側方から見て、図２８は、図２７の下側から見た状態として、さらに、図２９は、図２
７の右側から見た状態として、それぞれ示している。
【００２４】
この実施の形態にかかるラッチ具は、固定側部材Ｓ、ここでは、かかる固定側部材Ｓを構
成する横板Ｓａの下面に取り付けられるラッチ本体Ｈと、可動側部材Ｍ、ここでは、かか
る可動側部材Ｍを構成する縦板Ｍａにおける固定側部材Ｓの側に向けられた面に取り付け
られるラッチ受Ｕとを備えてなる。
【００２５】
ラッチ本体Ｈは、前記固定側部材Ｓを構成する横板Ｓａの下面に取り付けられる上面１０
ａを備え、かつ、前記可動側部材Ｍに向けられた側に開口１１を備えたケース１０と、こ
のケース１０内に一端側２０ａを常時収めると共に、他端側２０ｂを当該ケース１０の前
記開口１１から当該可動側部材Ｍの側に向けて突き出すように、前記ケース１０に回動可
能に組み付けられたアーム２０とを備えている。
【００２６】
かかるアーム２０は、前記開口１１から突き出される他端側２０ｂに前記ラッチ受Ｕに対
する引っ掛け部２１を備えると共に、ケース１０内に収められた一端側２０ａに後述する
球状ウエイト３０の当接部２２を有している。
【００２７】
また、かかるアーム２０は、ケース１０の上面１０ａ側であって、前記当接部２２よりの
位置に、当該アーム２０の幅方向両側に向けて突き出す突起状の軸２４を有している。一
方、前記ケース１０は、前記開口１１近傍の左右側板１２、１２の上端部に前記アーム２
０の両側にある前記軸２４をそれぞれ収める軸穴部１５を有している。そして、かかる軸
穴部１５に前記軸２４を収めて前記アーム２０は前記ケース１０に、前記開口１１から前
記引っ掛け部２１が設けられた側を突き出させるように回動可能に組み付けられている。
この実施の形態にあっては、かかるアーム２０の重心が前記軸２４を基準として前記引っ

10

20

30

40

50

(5) JP 3842482 B2 2006.11.8



掛け部２１が設けられている側にやや偏って位置するように設定してあり、後述する球状
ウエイト３０による押圧を受けない状態においては、かかるアーム２０は、前記ケース１
０の開口１１の下側縁部１１ａにアーム２０の前記軸２４の直下に形成させた突き当たり
面２３を突き当てた位置（以下、回動前位置Ｒａという。）にあるものとされる。この回
動前位置Ｒａにおいては、前記開口１１から突き出されている側にあるアーム２０の下面
とケース１０の下面とが略同面となるようにしてあり、また、前記ラッチ受Ｕに前記引っ
掛け部２１を掛合させることがないようにしてある。
【００２８】
一方、前記ラッチ受Ｕは、可動側部材Ｍにおける固定側部材Ｓの側に向けられた面に取り
付けられる板状の鉛直部５０と、この鉛直部５０の上端から固定側部材Ｓの側、すなわち
、ラッチ本体Ｈの側に向けて突き出す板状の突出し部６０とを有している。そして、この
突出し部６０の先端側であって、当該突出し部６０の下側に、当該突出し部６０の基部側
に向けて突き出す前記アーム２０の引っ掛け部２１の掛合されるフック部７０が設けてあ
る。
【００２９】
この実施の形態にあっては、前記アーム２０の引っ掛け部２１が、当該アーム２０の幅方
向両側に突き出す掛合突部２１ａとしてある。また、前記ラッチ受Ｕのフック部７０が、
当該ラッチ受Ｕの前記突出し部６０における左右両側に設けられており、左側のフック部
７０と右側のフック部７０との間の隙間６１が、前記アーム２０の幅よりも大きく、かつ
、前記両掛合突部２１ａの先端間の寸法よりも小さくなるように構成してある。
【００３０】
そして、この実施の形態にあっては、可動側部材Ｍの前記縦板Ｍａが固定側部材Ｓの前記
横板Ｓａの端面部に突き当てられた当該可動側部材Ｍの閉じ込み位置において、前記回動
前位置Ｒａにある前記アーム２０の掛合突部２１ａが前記ラッチ受Ｕのフック部７０先端
よりも下方で、かつ、前記突出し部６０の基部側に位置すると共に、かかるアーム２０の
直上に前記左側のフック部７０と右側のフック部７０との間の隙間６１が位置するように
、かかる可動側部材Ｍにラッチ受Ｕを、また、かかる固定側部材Ｓにラッチ本体Ｈを取り
付けることができる構成としてある。（図２、図３、図６）
【００３１】
この結果、この実施の形態にかかるラッチ具によれば、前記アーム２０を前記回動前位置
Ｒａから、前記引っ掛け部２１をラッチ受Ｕの突き出し部下面に接しさせる位置まで回動
させることができ、（図７・以下、回動終了位置Ｒｂという。）この後、可動側部材Ｍが
固定側部材Ｓから離れる向きに移動することに伴って、前記ラッチ受Ｕのフック部７０と
前記アーム２０の引っ掛け部２１とを掛合させることが可能とされる。（図８）
【００３２】
前記アーム２０の回動前位置Ｒａから回動終了位置Ｒｂに向けた回動は、前記ケース１０
内に収められた球状ウエイト３０の所定の振動による移動と、この移動に伴うかかるアー
ム２０の当接部２２への当接、押圧によりなされる。
【００３３】
すなわち、この実施の形態にあっては、前記アーム２０の当接部２２と前記ケース１０の
開口１１と反対の側にある側面との間に、球状ウエイト３０を当該ケース１０の開口１１
側に向けて移動可能に収める当該球状ウエイト３０の収納空間１４が形成してある。
【００３４】
かかる収納空間１４を構成するケース１０の内底面１４ａには、前記球状ウエイト３０の
下端部を収める凹球面状の凹部１６が設けてあり、球状ウエイト３０はこの凹部１６にか
かる下端部を収めた状態で、この凹部１６が設けられている位置に保持される構成として
ある。ここで、前記ケース１０は、当該ケース１０の内奥側に向けて次第に前記収納空間
１４の左右方向の間隔を狭めるように傾斜した一対の傾斜側面１３、１３と、前記上面１
０ａとを有するが、前記球状ウエイト３０は前記凹部１６による保持位置において、この
球状ウエイト３０の周面をかかる一対の傾斜側面１３、１３および上面１０ａのいずれと
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も接触させない状態で、かかる凹部１６に保持される構成としてある。また、かかる凹部
１６による保持位置において、前記球状ウエイト３０は前記アーム２０の当接部２２を押
圧せず、かかるアーム２０は前記回動前位置Ｒａから移動しない構成としてある。
【００３５】
また、この実施の形態にあっては、前記収納空間１４を構成するケース１０の内底面１４
ａであって、前記凹部１６よりも当該ケース１０の前記開口１１に近付いた位置に、当該
ケース１０の幅方向に亙った溝状をなす凹所１７が設けてある。そして、前記球状ウエイ
ト３０が前記凹所１７から抜け出し、前記ケース１０の開口１１側に移動することに伴っ
て、当該球状ウエイト３０の一部をこの凹所１７に落とし込ませ、このように落とし込ま
れた球状ウエイト３０により前記アーム２０の当接部２２が押圧され、かかるアーム２０
が前記回動終了位置Ｒｂに向けて回動される構成としてある。すなわち、この実施の形態
にあっては、かかる凹所１７が所定の振動により移動された球状ウエイト３０を移動後の
位置で保持する保持手段とされている。
【００３６】
より詳細には、この実施の形態にあっては、前記アーム２０は前記当接部２２が設けられ
ている一端部において、前記ケース１０の内奥側に向けて突き出す突き出し部２２ｂを有
しており、当該アーム２０を側方から見た状態において、この突き出し部２２ｚｂの突き
出し先端２２ａおよびこの突き出し先端２２ａを挟んだ上方にあるケース１０の奥側に向
けられた面を前記当接部２２としている。かかる当接部２２を構成する面は、前記ケース
１０の内奥側を湾曲内側とした湾曲面状に構成してある。そして、前記球状ウエイト３０
が前記所定の振動の作用により前記凹部１６から抜け出し、前記凹所１７に落ち込むよう
に移動することに伴って、先ず、前記アーム２０の当接部２２を構成する前記突き出し先
端２２ａを球状ウエイト３０が押圧し、この押圧によりアーム２０が前記引っ掛け部２１
が設けられている側を上方に向けて回動させることに伴って、前記突き出し先端２２ａの
上方にある前記当接部２２を構成する面に球状ウエイト３０の前記開口１１側に向けられ
た周面が当接され、この当接状態においてアーム２０が前記回動終了位置Ｒｂに位置され
る構成としてある。（図７）
【００３７】
そして、この実施の形態にあっては、前記アーム２０を前記回動終了位置Ｒｂに位置させ
るように前記凹所１７に落ち込んだ前記球状ウエイト３０が、当該凹所１７から単純には
その移動前の位置、すなわち、前記凹部１６側に移動されないようにしてあり、かかるア
ーム２０を前記回動終了位置Ｒｂに継続的に位置付けることができるようにしてある。
【００３８】
すなわち、この実施の形態にあっては、前記アーム２０を前記回動終了位置Ｒｂに位置さ
せるように前記凹所１７に落ち込んだ前記球状ウエイト３０が、当該球状ウエイト３０に
おける重心を通る垂線ｘ上で前記凹所１７により前記ケース１０に支持されず、かかる凹
所１７における当該ケース１０の奥側にある縁部１７ａに接して当該ケース１０に支持さ
れる構成としてある。この結果、前記凹所１７に落ち込まれた前記球状ウエイト３０は、
前記アーム２０の当接部２２を構成する前記面を押圧する向きと反対の向きには移動し難
いものとされ、この結果、前記アーム２０はかかる球状ウエイト３０により前記回動終了
位置Ｒｂに継続的に位置付けられる。
【００３９】
なお、この実施の形態にあっては、横断面形状において、前記アーム２０の前記当接部２
２が設けられている一端側２０ａの端部が、前記ケース１０の両側板１２、１２間に亙る
大きさを備えるように構成してあり、（図１１、図１２）かかる一端側２０ａの幅方向に
亙って前記当接部２２が形成してある。
【００４０】
そして、この実施の形態にあっては、前記ラッチ受Ｕが取り付けられる可動側部材Ｍが固
定側部材Ｓから離れ出す向きに移動される振動よりも、前記球状ウエイト３０を前記凹部
１６から抜け出させ、前記凹所１７に落とし込ませる位置まで移動させる所定の振動が小
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さくなるように構成してある。この結果、この実施の形態にあっては、前記可動側部材Ｍ
が移動される振動が作用される前に、前記所定の振動が作用された場合には、前記球状ウ
エイト３０を前記凹所１７に落とし込む位置まで移動させて、前記アーム２０を前記回動
終了位置Ｒｂに回動させ、この回動終了位置Ｒｂに予め位置付けて置くことができる。（
図７・セットアップ状態）そしてこの後、前記可動側部材Ｍを移動させる大きさの振動が
作用された場合、あるいは、前記球状ウエイト３０を移動させる所定の振動に起因した固
定側部材Ｓに収められた収納物などの移動に伴って可動側部材Ｍが押圧され移動などされ
た場合には、前記セットアップ状態にあるアーム２０の引っ掛け部２１をこのように移動
される可動側部材Ｍの前記ラッチ受Ｕにおけるフック部７０に確実に掛合させ、この掛合
により可動側部材Ｍのそれ以上の移動を阻止することができる。（図８）
【００４１】
また、この実施の形態にあっては、かかる可動側部材Ｍの移動を阻止する前記ラッチ受Ｕ
のフック部７０と前記アーム２０の引っ掛け部２１との掛合状態を維持することができる
構成としてある。
【００４２】
すなわち、この実施の形態にあっては、前記ラッチ受Ｕの突出し部６０に、当該突出し部
６０の基部側から先端側に向けて次第に下方に突き出される弾性阻止片６２が設けてある
。この弾性阻止片６２はその突き出し端を前記一対のフック部７０間の隙間６１に向けて
突き出させるように構成してある。そして、かかるラッチ受Ｕを側方から見た状態におい
て、かかる弾性阻止片６２の下方にもっとも突き出した頂端６２ａと、この頂端６２ａと
前記フック部７０における湾曲内側の面７１との間の最小の間隔に対し、前記アーム２０
における一対の掛合突部２１ａ間にある他端側２０ｂの端部における前記頂端６２ａに可
動側部材Ｍが前記移動をした際に接する上面２５と、この上面２５と反対の側にあって当
該アーム２０の引っ掛け部２１を構成する掛合突部２１ａの前記フック部７０の湾曲内側
に前記可動側部材Ｍが前記移動をした際に接する面２１ｂとの間の最大の間隔が、やや大
きくなるように構成してある。なお、この実施の形態にあっては、前記フック受の突出し
部６０に、当該突出し部６０の突き出し方向に沿った一対の割溝６３、６３を間隔を開け
て設けると共に、この一対の割溝６３、６３における当該突出し部６０の突き出し端側に
ある溝端間に亙るようにこの突き出し端側に当該突出し部６０の幅方向に沿った連通溝６
４を設けてあり、このように設けられる各溝６３、６４によって前記弾性阻止片６２を前
記突出し部６０に区分して設けている。
【００４３】
この結果、この実施の形態にあっては、前記振動による前記可動側部材Ｍの前記移動に伴
って、前記セットアップ状態にあるアーム２０の他端側２０ｂの端部上面２５が前記弾性
阻止片６２の頂端６２ａに突き当たり、この突き当たりにより当該弾性阻止片６２を上方
に向けて弾性変形させながら前記掛合突部２１ａを前記アーム２０部の内側に入り込ませ
ることができる。そして、このようにアーム２０部の内側に掛合突部２１ａを入り込ませ
た位置で前記弾性阻止片６２を弾性復帰させて、かかる弾性阻止片６２における前記頂端
６２ａを前記アーム２０の他端側２０ｂの端部に対し、当該アーム２０の掛合突部２１ａ
が前記フック部７０から抜け出す向きに移動しないように引っ掛けさせることができる。
これにより、一旦掛合された状態においては、前記ラッチ受Ｕのフック部７０から前記ア
ーム２０の掛合突部２１ａが単純には抜け出さないものとされ、かかる掛合状態を維持す
ることが可能とされる。（図８）
【００４４】
この実施の形態にあってはまた、前記のようにラッチ受Ｕのフック部７０と前記アーム２
０の掛合突部２１ａとを掛合させた可動側部材Ｍの移動阻止状態を、特に、かかる可動側
部材Ｍを移動させる振動が止んだ後において、可動側部材Ｍを固定側部材Ｓに近付ける向
きに押し込み移動させることにより、解除することができると共に、この解除に先立って
前記回動終了位置Ｒｂに移動されたアーム２０を再び回動前位置Ｒａに移動させることが
できるようにしてある。
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【００４５】
すなわち、この実施の形態にあっては、前記アーム２０の軸２４を収める前記ケース１０
の軸穴部１５が、この軸穴部１５から当該ケース１０の奥側に向けて伸び、かつ、この奥
側で開放された案内溝１８に連通された構成としてある。
【００４６】
この結果、この実施の形態にあっては、前記移動阻止状態にある可動側部材Ｍを固定側部
材Ｓの側に向けて押し込み移動させることに伴って、前記移動阻止片によりフック部７０
からの掛合突部２１ａの抜け出しが阻止されている状態にある前記アーム２０を前記案内
溝１８に沿って、前記ケース１０の内奥側に向けて移動させることができる。
【００４７】
このようにアーム２０が移動されると、かかるアーム２０の当接部２２に当接されている
前記球状ウエイト３０は当該当接部２２に押圧され、前記凹所１７から前記ケース１０の
内奥側に向けて押し出されるに至り、当該球状ウエイト３０を前記凹部１６にその下端部
を収める位置（図６の位置）に向けて移動させて、この位置で再び球状ウエイト３０を保
持させることができる。（図９）
【００４８】
この後、さらに可動側部材Ｍを押し込み移動させると、前記アーム２０における当接部２
２の上端２２ｃがケース１０の内奥側上部において、ケース１０の下方に向けて突き出さ
れた膨出部１９におけるケース１０の開口１１側の端面１９ａに突き当たるに至り、これ
より先のアーム２０のケース１０の内奥側への移動が阻止されることから、かかるアーム
２０の引っ掛け部２１が設けられている他端側２０ｂの上面２５により前記ラッチ受Ｕの
弾性阻止片６２の頂端６２ａ部を押圧させることが可能となる。そして、この実施の形態
にあっては、かかる押圧によりかかる弾性阻止片６２を上方に向けて弾性変形させること
ができるようにしてあり、この弾性阻止片６２の弾性変形により前記フック部７０から前
記掛合突部２１ａを抜き出して、当該フック部７０と掛合突部２１ａとの掛合を解除する
ことができる。（図１０）
【００４９】
この掛合の解除により、また、この掛合の解除に先立つ前記球状ウエイト３０の前記凹部
１６への移動、保持により、アーム２０は自重によって再び前記回動前位置Ｒａに向けて
下方に回動され、（図６）これにより、可動側部材Ｍを自由に固定側部材Ｓから離れる向
きに、また、近付ける向きに移動できる状態を再び作り出すことができる。
【００５０】
なお、この実施の形態にあっては、前記凹部１６が前記ケース１０の幅方向略中程の位置
に設けてあると共に、この凹部１６の両側に凹部１６の側に向けて次第に低まる傾斜面１
６ａが形成してある。また、前記ケース１０の奥側には、このケース１０の奥側に向かう
に連れて、このケース１０における前記球状ウエイト３０の収納空間１４を狭める前記一
対の傾斜側面１３、１３が設けてある。この結果、この実施の形態にあっては、前記アー
ム２０の前記ケース１０の内奥側への移動に伴って前記凹所１７から押し出された前記球
状ウエイト３０を、前記傾斜面１６ａおよび一対の傾斜側面１３、１３に案内させて前記
凹部１６に再び収まるように容易に戻すことができる。
【００５１】
また、この実施の形態にあっては、前記アーム２０の軸２４を収める軸穴部１５に連通し
た案内溝１８が、前記ケース１０の奥側から開口１１側に向けて、当該案内溝１８の下側
にある溝壁面１８ａを次第に下方に低めるように傾斜した構成としてある。この結果、こ
の実施の形態にあっては、前記アーム２０の引っ掛け部２１と前記ラッチ受Ｕの前記掛合
の解除により、自重により再び前記回動前位置Ｒａに向けて下方に回動されるアーム２０
は、この回動に伴って前記軸２４を前記案内溝１８の下側にある溝壁面１８ａに案内させ
ながら、当該軸２４を再び前記軸穴部１５に収め入れる位置まで移動される。
【００５２】
また、この実施の形態にあっては、前記ケース１０が、前記開口１１に続く上面を開放さ
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せたケース本体１０’と、このケース本体１０’のかかる開放部Ｆを塞ぐ蓋板１０”とに
より構成してある。かかる蓋板１０”を取り外した状態において、前記アーム２０の軸２
４を収める軸穴部１５および案内溝１８はケース本体１０’の前記開放部Ｆ側の端部にお
いて外方に連通した状態とされ、この状態においてかかる連通側から当該軸穴部１５に前
記アーム２０の軸２４を収め入れ、しかる後に当該ケース本体１０’の開口１１を前記蓋
板１０”で覆うように当該ケース本体１０’に当該蓋板１０”を組み付けることにより、
前記軸穴部１５に回動可能に軸支させた状態で前記ケース１０に対する前記アーム２０の
組み付けをなすことができる。
【００５３】
以上の構成を備えるラッチ具は、前記のように、前記固定側部材Ｓを構成する横板Ｓａの
下面に対し前記ラッチ本体Ｈを、当該ラッチ本体Ｈを構成する前記ケース１０の上面が当
該横板Ｓａの下面に接し、かつ、前記アーム２０が前記可動側部材Ｍの側に突き出すよう
に取り付けると共に、かかる可動側部材Ｍを構成する縦板Ｍａにおける固定側部材Ｓの側
に向けられた面に前記ラッチ受Ｕを、このラッチ受Ｕを構成する鉛直部５０が当該縦板Ｍ
ａの面に接し、かつ、突出し部６０が固定側部材Ｓの側に向けて突き出されるようにして
取り付けて用いられる。
【００５４】
この実施の形態にあっては、ラッチ本体Ｈの上部に外周部に複数段の掛合突起４１、４１
…を備えた二本の打ち込み突部４０、４０が設けてあり、前記固定側部材Ｓに設けられた
取付穴Ｓｂにこの打ち込み突部４０を打ち込み、当該取付穴Ｓｂの穴壁に前記掛合突起４
１を食い込ませて、かかる固定側部材Ｓへの当該ラッチ本体Ｈの取り付けをなす構成とし
てある。なお、この実施の形態とは別に、前記ラッチ本体Ｈの上部にネジの差し込み穴な
どを設けておき、この差し込み穴に差し入れたネジを前記固定側部材Ｓに止着させてかか
る取り付けをなすこともできる。
【００５５】
また、この実施の形態にあっては、ラッチ受Ｕを構成する鉛直部５０に二つのネジＮの差
し込み穴５１が設けてあり、この差し込み穴５１に前記突出し部６０の突き出し側から差
し入れたネジＮを可動側部材Ｍに止着させることにより、当該可動側部材Ｍへの当該ラッ
チ受Ｕの取り付けをなす構成としてある。
【００５６】
なお、この実施の形態にあっては、前記ラッチ受Ｕの突出し部６０の先端部に、前記ラッ
チ本体Ｈの側に向けて突き出す位置決め突部８０が設けてあり、この位置決め突部８０が
ラッチ本体Ｈの開口１１の直上にある外面部に突き当たらないように、当該ラッチ本体Ｈ
を前記固定側部材Ｓに取り付けることにより、前記アーム２０が前記ラッチ受Ｕの鉛直部
５０に突き当たらない位置での当該ラッチ本体Ｈの前記取り付けをなすことができるよう
にしてある。
【００５７】
【発明の効果】
この発明にかかるラッチ具によれば、可動側部材が移動される振動が作用される前に、ラ
ッチ受にアームの引っ掛け部が掛合可能な位置に予めアームを回動させて位置付けておく
ことができ、その後の可動側部材の移動を当該ラッチ受と引っ掛け部の掛合により確実に
阻止することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】ラッチ具の分解斜視図
【図２】ラッチ具の取り付け状態を示す側面図
【図３】ラッチ具の取り付け状態を示す平面図
【図４】ラッチ本体Ｈの底面図
【図５】ラッチ本体Ｈの側面図
【図６】ラッチ具の使用状態を示す側面図（回動前位置Ｒａ）
【図７】ラッチ具の使用状態を示す側面図（回動終了位置Ｒｂ・セットアップ状態）
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【図８】ラッチ具の使用状態を示す側面図（可動側部材Ｍの移動阻止状態）
【図９】ラッチ具の使用状態を示す側面図（アーム２０の押し込み状態）
【図１０】ラッチ具の使用状態を示す側面図（ラッチ受Ｕとアーム２０の引っ掛け部２１
との掛合解除状態）
【図１１】ラッチ具の使用状態を示す平面図（回動前位置Ｒａ）
【図１２】ラッチ具の使用状態を示す平面図（可動側部材Ｍの移動阻止状態）
【図１３】ケース本体１０’の平面図
【図１４】ケース本体１０’の底面図
【図１５】ケース本体１０’の側面図
【図１６】ケース本体１０’の縦断面図
【図１７】図１５と異なる向きから見たケース本体１０’の側面図
【図１８】図１３におけるＡ－Ａ線断面図
【図１９】アーム２０の側面図
【図２０】図１９と異なる向きから見たアーム２０の側面図
【図２１】アーム２０の底面図
【図２２】蓋板１０”の平面図
【図２３】蓋板１０”の底面図
【図２４】蓋板１０”の側面図
【図２５】図２４と異なる向きから見た蓋板１０”の側面図
【図２６】蓋板１０”の縦断面図
【図２７】ラッチ受Ｕの側面図
【図２８】ラッチ受Ｕの底面図
【図２９】図２７と異なる向きから見たラッチ受Ｕの側面図
【符号の説明】
Ｓ　固定側部材
Ｍ　可動側部材
Ｈ　ラッチ本体
Ｕ　ラッチ受
２０　アーム
２１　引っ掛け部
３０　球状ウエイト
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】 【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】

【 図 ２ ２ 】
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【 図 ２ ３ 】

【 図 ２ ４ 】

【 図 ２ ５ 】

【 図 ２ ６ 】

【 図 ２ ７ 】

【 図 ２ ８ 】

【 図 ２ ９ 】
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